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結 果 の 概 要

第１ 就業構造

１ 歳以上人口の就業状態

有業者・無業者及び有業率

ア 有業者･無業者

有業者は 万 千人、 万 千人増加

無業者は 万人、 万 千人減少

平成 年 月 日現在の 歳以上人口（ 万７千人）について、ふだんの就業･

不就業状態別にみると、有業者は 万 千人、無業者は 万人となっている。平成

年と比べると、有業者は 万 千人（対前回増減率 ％増）の増加、無業者は

万 千人（同 ％減）の減少となっている。

有業者について、男女別にみると、男性が 万 千人、女性が 万 千人となっ

ている。平成 年と比べると、男性は 万 千人（同 ％増）の増加、女性は 万

千人（同 ％増）の増加となり、女性の増加が男性を上回っている。

無業者について、男女別にみると、男性が 万 千人、女性が 万 千人となっ

ている。平成 年と比べると、男性は 万 千人（同 ％減）の減少、女性は 万

千人（同 ％減）の減少となり、女性の減少が男性を上回っている。

（表 、都道府県編第 表）

29年

24年

29年

24年

△ 108 △ 13 △ 96

△ 1,631 △ 200 △ 1431

△ 2.5 △ 0.8 △ 3.3

△ 3.5 △ 1.2 △ 4.8

注) 有業率＝有業者÷15歳以上人口×100%

女 有業者

増

減

率

東京都

東
京
都

全
国

歳

以

上

人

口

増

減

数

東京都

全   国

全   国

表1-1　15歳以上人口の有業者数、無業者数及び有業率

　　　　(単位　千人、％）

区   分 総数 有業者 無業者 有業率 無業者 有業率男 有業者 無業者 有業率
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イ 有業率

％、 ポイント上昇

男性が ％、女性が ％

有業率は ％で、平成 年と比べると ポイント上昇している。

男女別にみると、男性は ％で、平成 年と比べると ポイント上昇、女性は ％

で、平成 年と比べると ポイント上昇している。

有業者に占める女性の割合は ％となっており、昭和 年以降の推移をみると一

貫して上昇している。

（表 、図 、都道府県編第 表）

 昭和62年 平成4年 9年 14年 19年 24年 29年

総数

男

女

総数

男

女

総数 △ 0.3

男 △ 0.9 △ 1.5

女

総数

男

女

　　　（単位　千人、％）

表1-2　15歳以上人口の有業者数及び有業率の推移

有業率

有業者に占める
女性の割合

有業者
増減率

15歳以上人口

区  分

有業者

7,887 74.3 

55.6 

64.8 

昭和 平成 年

％（有業率）千人（有業者数）

図 歳以上人口有業者数及び有業率の推移

昭和 平成 年

男（有業率）

女（有業率）

男（有業者数）

女（有業者数）

総数（有業率）
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ウ 年齢階級別有業率

男性は「 ～ 歳」以外の階級で上昇、女性は全ての階級で上昇

有業率について年齢階級別にみると、平成 年と比べ、全ての階級で上昇している。

男女、年齢階級別にみると、男性は、 歳から 歳までの各年齢階級で ％を超える

台形型を示しており、女性は、平成 年と比べると 字型から台形型に近づきつつある。

（表 、図 、都道府県編第 表）
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年

年
％
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表1-3　年齢階級別有業者数及び有業率
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年

（単位　千人、％）

年

平
成

年
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エ 不就業状態別無業者

男性は「家事をしている者」が増加、女性は「通学している者」が増加

無業者を不就業状態別にみると、「家事をしている者」が 万 千人で、平成 年と

比べ 万 千人（対前回増減率 ％減）の減少となっており、「通学している者」は、

万 千人で、平成 年と比べ 千人（同 ％減）の減少となっている。

男女別にみると、男性の「家事をしている者」は 万 千人で、平成 年と比べ 万

千人（同 ％増）の増加となっており、「通学している者」は 万 千人で、平成

年と比べ 千人（同 ％減）の減少となっている。

女性の「家事をしている者」は 万人で、平成 年と比べ 万 千人（同 ％減）

の減少となっており、「通学している者」は 万 千人で、平成 年と比べ、 千人（同

％増）の増加となっている。

（表 、都道府県編第 表）

29年 24年 29年 24年

△ 108 △ 2.5

家事をしている者 △ 67 △ 3.1

通学している者 △ 5 △ 0.8

その他

△ 13 △ 0.8

家事をしている者
通学している者 △ 7 △ 1.9
その他 △ 17 △ 1.8

△ 96 △ 3.3

家事をしている者 △ 101 △ 5.2
通学している者
その他

表1-4　不就業状態別無業者数

女

区　分

男

総数

　総　　　　数

　　（単位　千人、％）

構成比
増減率増減数

無業者

　総　　　　数

　総　　　　数
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有業者・無業者の最終卒業学校

有業者は「大学、大学院」卒業者が 万 千人と最も多い

無業者は「高校・旧制中」卒業者が 万人と最も多い

有業者の最終卒業学校は「大学、大学院」卒業者が 万 千人（構成比 ％）と最

も多く、次いで「高校・旧制中」卒業者の 万 千人（同 ％）となっている。

また、無業者については、「高校・旧制中」卒業者が 万人（同 ％）と最も多く、

次いで「大学、大学院」卒業者の 万 千人（同 ％）となっている。

男女別にみると、男性の有業者では「大学、大学院」卒業者が 万 千人（同 ％）

と最も多く、女性も「大学・大学院」卒業者の 万 千人（同 ％）が最も多くなっ

ている。

また、男性の無業者では「大学、大学院」卒業者が 万 千人（同 ％）と最も多く、

女性では「高校・旧制中」卒業者の 万 千人（同 ％）が最も多くなっている。

都と全国の構成比を比べると、有業者では「大学、大学院」卒業者で、全国の ％に

対して、都は ％と ポイント高くなっている。

また、「高校・旧制中」卒業者では、全国の ％に対して、都は ％と ポイン

ト低くなっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

小学 高校・ 大学、 小学 高校・ 大学、

・中学 旧制中 大学院 ・中学 旧制中 大学院

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

注) 「有業者」、「無業者」の総数は、未就学者を含む。

表1-5　15歳以上人口の最終卒業学校別有業者数及び無業者数

専門学校、
短大・高専

卒　業　者

29年
全国

（単位　千人、％）

専門学校、
短大・高専

在学者在学者
無業者

年

年

歳
以
上
人
口

年
構
成
比

15歳以上
人口総数

卒　業　者

年

構成比

区　分 有業者
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大学、大学院

専門学校、短大・高専

高校・旧制中

小学・中学

千人

図 歳以上人口の最終卒業学校別有業者数

男
女

大学、大学院

専門学校、短大・高専

高校・旧制中

小学・中学

千人

図 歳以上人口の最終卒業学校別無業者数

男
女

- 9 -
- 9 - 

 

 
 
 

大学、大学院

専門学校、短大・高専

高校・旧制中

小学・中学

千人

図 歳以上人口の最終卒業学校別有業者数

男
女

大学、大学院

専門学校、短大・高専

高校・旧制中

小学・中学

千人

図 歳以上人口の最終卒業学校別無業者数

男
女
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２ 主な産業別有業者数

「卸売業 小売業」、「医療 福祉」、「製造業」の順に多い

有業者について、産業別にみると「卸売業 小売業」 万 千人（構成比 ％）が最も

多く、次いで、「医療 福祉」 万 千人（同 ％）、「製造業」 万 千人（同 ％）な

どとなっている。

平成 年と比べると、「情報通信業」（ 万 千人増）、「医療 福祉」（ 万人増）などが増

加している一方、「製造業」（ 万 千人減）などが減少している。

（表 、都道府県編第 表）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

構成比 構成比

総　　　　　数

　　建設業

　　製造業 △ 93 △ 11.1

　　情報通信業

　　運輸業, 郵便業

　　卸売業, 小売業

　　金融業, 保険業

　　不動産業, 物品賃貸業

　　学術研究, 専門・技術サービス業

　　宿泊業, 飲食サービス業 △ 32 △ 6.5

　　生活関連サービス業, 娯楽業

　　教育, 学習支援業

　　医療, 福祉

　　サービス業(他に分類されないもの）

　　公務(他に分類されるものを除く）

　　分類不能の産業 △ 48 △ 12.4

注3) 表側の各項目については内数である。

注2) 構成比算出の際に「分類不能の産業」は含めていない。

   （単位　千人、％）

表1-6　主な産業別有業者数

注1) 総数は、「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」、「複合サービス業」を含む。

区　　分
29年

有業者
増減数

24年
有業者

増減率
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３ 主な職業別有業者数

「事務従事者」、「専門的・技術的職業従事者」、「販売従事者」の順に多い

有業者について、職業別にみると、「事務従事者」 万 千人（構成比 ％）が最も

多く、次いで、「専門的・技術的職業従事者」 万 千人（同 ％）、「販売従事者」

万 千人（同 ％）などとなっている。

平成 年と比べると、「事務従事者」（ 万 千人増）、「専門的･技術的職業従事者」（

万 千人増）などが増加している一方、「生産工程従事者」（ 万 千人減）などが減少して

いる。

男女別にみると、男性では「専門的・技術的職業従事者」 万 千人（構成比 ％）、

女性では「事務従事者」 万 千人（同 ％）が最も多くなっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（単位　千人、％）

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

△ 54 △ 28 △ 92

△ 4.9 △ 3.2 △ 15.7

注2) 表頭の各項目については内数である。

注1) 総数は、「管理的職業従事者」、「保安職業従事者」、「農林漁業従事者」、「輸送･機械運転従事者」

　　「建設･採掘従事者」、「分類不能の職業」を含む。
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４ 地域別の就業状態

（ ） 有業者･無業者及び有業率

ア 有業者

区部 万 千人、多摩･島嶼エリア 万 千人

区部の有業者は 万 千人となっており、平成 年と比べると 万 千人（対前回増減

率 ％増）の増加となっている。

男性は 万 千人、女性は 万 千人となっており、平成 年と比べると、男性は

万 千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増

加が男性を上回っている。

区部のうち有業者が最も多い地域をみると、区部西部･南部エリアの 万 千人となって

おり、平成 年と比べると 万人（同 ％増）の増加となっている。

区部のうち有業者が最も多い地域を男女別にみると、男女ともに区部西部･南部エリアであ

り、男性は 万人で、女性は 万 千人となっている。平成 年と比べると男性は 万

千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増加

が男性を上回っている。

多摩･島嶼エリアの有業者は 万 千人となっており、平成 年と比べると 万 千人（同

％増）の増加となっている。

男女別にみると、男性が 万 千人、女性が 万人となっており、平成 年と比べると

男性は 千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増

加が男性を上回っている。

区部、区部西部･南部エリア、多摩･島嶼エリアともに、女性の有業者の増加が男性を上回っ

ていることがわかる。

（表 、図 、主要地域編第 表･第 表）

東京都内の地域別区分

注）網掛けは、平成 年就業構造基本調査の調査対象外の村です。

総務省統計局「平成 29 年就業構造基本調査報告 都道府県編」p.492 より 

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

千 代 田 区 北 区 品 川 区 八 王 子 市 福 生 市 大 島 町

中 央 区 板 橋 区 目 黒 区 立 川 市 狛 江 市 利 島 村

港 区 足 立 区 大 田 区 武 蔵 野 市 東 大 和 市 新 島 村

新 宿 区 葛 飾 区 世 田 谷 区 三 鷹 市 清 瀬 市 神 津 島 村

文 京 区 江 戸 川 区 中 野 区 青 梅 市 東 久 留 米市 三 宅 村

台 東 区 杉 並 区 府 中 市 武 蔵 村 山市 御 蔵 島 村

墨 田 区 練 馬 区 昭 島 市 多 摩 市 八 丈 町

江 東 区 調 布 市 稲 城 市 青 ヶ 島 村

渋 谷 区 町 田 市 羽 村 市 小 笠 原 村

豊 島 区 小 金 井 市 あ き る 野市

荒 川 区 小 平 市 西 東 京 市

日 野 市 瑞 穂 町

東 村 山 市 日 の 出 町

国 分 寺 市 檜 原 村

国 立 市 奥 多 摩 町

区部センターコアエリア 区部東部・北部エリア 区部西部・南部エリア 多摩・島嶼エリア
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男性は 万 千人、女性は 万 千人となっており、平成 年と比べると、男性は

万 千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増

加が男性を上回っている。

区部のうち有業者が最も多い地域をみると、区部西部･南部エリアの 万 千人となって

おり、平成 年と比べると 万人（同 ％増）の増加となっている。

区部のうち有業者が最も多い地域を男女別にみると、男女ともに区部西部･南部エリアであ

り、男性は 万人で、女性は 万 千人となっている。平成 年と比べると男性は 万

千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増加

が男性を上回っている。

多摩･島嶼エリアの有業者は 万 千人となっており、平成 年と比べると 万 千人（同

％増）の増加となっている。

男女別にみると、男性が 万 千人、女性が 万人となっており、平成 年と比べると

男性は 千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％増）の増加となり、女性の増

加が男性を上回っている。

区部、区部西部･南部エリア、多摩･島嶼エリアともに、女性の有業者の増加が男性を上回っ

ていることがわかる。

（表 、図 、主要地域編第 表･第 表）

東京都内の地域別区分

注）網掛けは、平成 年就業構造基本調査の調査対象外の村です。

総務省統計局「平成 29 年就業構造基本調査報告 都道府県編」p.492 より  

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

区市町村

コード
区市町村名

千 代 田 区 北 区 品 川 区 八 王 子 市 福 生 市 大 島 町

中 央 区 板 橋 区 目 黒 区 立 川 市 狛 江 市 利 島 村

港 区 足 立 区 大 田 区 武 蔵 野 市 東 大 和 市 新 島 村

新 宿 区 葛 飾 区 世 田 谷 区 三 鷹 市 清 瀬 市 神 津 島 村

文 京 区 江 戸 川 区 中 野 区 青 梅 市 東 久 留 米市 三 宅 村

台 東 区 杉 並 区 府 中 市 武 蔵 村 山市 御 蔵 島 村

墨 田 区 練 馬 区 昭 島 市 多 摩 市 八 丈 町

江 東 区 調 布 市 稲 城 市 青 ヶ 島 村

渋 谷 区 町 田 市 羽 村 市 小 笠 原 村

豊 島 区 小 金 井 市 あ き る 野市

荒 川 区 小 平 市 西 東 京 市

日 野 市 瑞 穂 町

東 村 山 市 日 の 出 町

国 分 寺 市 檜 原 村

国 立 市 奥 多 摩 町

区部センターコアエリア 区部東部・北部エリア 区部西部・南部エリア 多摩・島嶼エリア
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有業者 無業者 有業率 有業者 無業者 有業率 有業者 無業者 有業率

東京都

　 区部

　    区部センターコアエリア

　    区部東部･北部エリア

　    区部西部･南部エリア

　 多摩･島嶼エリア

東京都

　 区部

　    区部センターコアエリア

　    区部東部･北部エリア

　    区部西部･南部エリア

　 多摩･島嶼エリア

東京都 △ 108 △ 13 △ 96

　 区部 △ 112 △ 35 △ 77

　    区部センターコアエリア △ 51 △ 62 △ 6 △ 61 △ 5 △ 56

　    区部東部･北部エリア △ 8 △ 8

　    区部西部･南部エリア △ 13 △ 6 △ 8

　 多摩･島嶼エリア △ 25 △ 32

東京都 △ 2.5 △ 0.8 △ 3.3

　 区部 △ 3.8 △ 3.4 △ 4.1

　    区部センターコアエリア △ 2.2 △ 8.0 △ 2.3 △ 5.3 △ 0.7 △ 11.0

　    区部東部･北部エリア △ 0.8 △ 2.4

　    区部西部･南部エリア △ 1.1 △ 1.4 △ 0.9

　 多摩･島嶼エリア △ 1.7 △ 3.3

注)地域別の区分については、前頁を参照のこと。

増減数

増減率

表1-8　都内地域別15歳以上人口の有業者数及び無業者数

年

年

歳

以

上

人

口

総数 男 女

（単位：千人、％）

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区
台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

八王子市

立川市
武蔵野市

三鷹市

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市

小金井市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市
武蔵村山市

多摩市 稲城市

羽村市

あきる野市
西東京市

瑞穂町

日の出町

檜原村

奥多摩町

大島町 利島村 新島村 神津島村

三宅村 御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

島

中央防波堤埋立地

図1-5  都内地域別有業者数

2500千人以上
2000千人以上2500千人未満
2000千人未満

 

多摩･島嶼エリア

区部東部･北部エリア

区部センターコアエリア

区部西部･南部エリア

有業者数（千人）
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図1-5  都内地域別有業者数
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多摩･島嶼エリア

区部東部･北部エリア

区部センターコアエリア

区部西部･南部エリア

有業者数（千人）
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イ 無業者

区部 万 千人、多摩･島嶼エリア 万 千人

区部の無業者は 万 千人となっており、平成 年と比べると 万 千人（対前回増減

率 ％減）の減少となっている。

男女別にみると、男性は 万 千人、女性は 万 千人となっており、平成 年と比べ

ると、男性は 万 千人（同 ％減）の減少、女性は 万 千人（同 ％減）の減少とな

っている。

区部のうち無業者が最も少ない地域をみると、区部センターコアエリアの 万 千人とな

っており、平成 年と比べると、 万 千人（同 ％減）の減少となっている。

区部のうち無業者が最も少ない地域を男女別にみると、男女ともに区部センターコアエリア

であり、男性は 万 千人、女性は 万 千人となっている。平成 年と比べると、男性

は 千人（同 ％減）の減少、女性は 万 千人（同 ％減）の減少となっている。

多摩･島嶼エリアの無業者は 万 千人となっており、平成 年と比べると 万 千人（同

％）の減少となっている。

男女別にみると、男性は 万 千人、女性は 万 千人となっており、平成 年と比べ

ると、男性は 千人（同 ％増）の増加、女性は 万 千人（同 ％減）の減少となって

いる。

区部、区部センターコアエリア、多摩･島嶼エリアともに、女性の無業者が減少しているこ

とがわかる。

（表 、主要地域編第 表･第 表）

ウ 有業率

区部 ％、多摩･島嶼エリア ％

区部の有業率は ％で、平成 年と比べると ポイント上昇している。

男女別にみると、区部は男性 ％、女性 ％で、平成 年と比べると、男性 ポイ

ント、女性 ポイントと男女ともに上昇している。

区部のうち有業率の最も高い地域をみると、区部センターコアエリアの ％で、平成

年と比べると ポイント上昇している。

区部のうち有業率の最も高い地域を男女別にみると、男性は、区部西部･南部エリアの ％

で、平成 年と比べると ポイント上昇している。女性は、区部センターコアエリア、区

部西部･南部エリアとも ％で、平成 年と比べると、それぞれ ポイント、 ポイン

ト上昇している。

多摩･島嶼エリアの有業率は ％で、平成 年と比べると ポイント上昇している。

男女別にみると、男性 、女性 ％で、平成 年と比べると、男性は ポイント

低下、女性は ポイント上昇している。

（表 、主要地域編第 表･第 表）
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（ ） 地域、主な産業別有業者

区部と多摩･島嶼エリアともに「卸売業 小売業」が最も多い

 地域別の有業者について、産業別にみると、「卸売業 小売業」が区部 万 千人（構成比

％）、多摩･島嶼エリア 万 千人（同 ％）で最も多い。内訳をみると、区部センター

コアエリア 万 千人（同 ％）、区部東部･北部エリア 万 千人（同 ％）、区部西

部･南部エリア 万 千人（同 ％）となっており、いずれの地域でも「卸売業 小売業」の

従事者が最も多くなっている。

番目に多い産業を地域別にみると、区部では「情報通信業」が 万 千人（同 ％）、

多摩･島嶼エリアでは「医療 福祉」が 万 千人（同 ％）となっている。

区部のうち、区部センターコアエリアについては、「情報通信業」 万 千人（同 ）、

区部東部･北部エリアについては、「製造業」 万 千人（同 ％）、区部西部･南部エリアに

ついては、「情報通信業」 万 千人（同 ％）が、 番目に多い産業となっている。

（表 、図 、図 、主要地域編第 表･第 表）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

総　　　　　数

　　建設業

　　製造業

　　情報通信業

　　運輸業, 郵便業

　　卸売業, 小売業

　　金融業, 保険業

　　不動産業, 物品賃貸業

　　学術研究, 専門・技術サービス業

　　宿泊業, 飲食サービス業

　　生活関連サービス業, 娯楽業

　　教育, 学習支援業

　　医療, 福祉

　　サービス業(他に分類されないもの）

　　公務(他に分類されるものを除く）

　　分類不能の産業

注3) 表側の各項目については内数である。

表1-9　地域、主な産業別有業者数

注1) 総数は、「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」、「複合サービス業」を含む。

注2) 構成比算出の際に「分類不能の産業」は含めていない。

   （単位　千人、％）

区　　分
多摩･島嶼エリ

ア
区部 うち区部セン

ターコアエリア

うち区部東部･

北部エリア

うち区部西部･

南部エリア

- 15 -
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卸売業 小売業 情報通信業 医療 福祉 製造業

図 主な産業、地域別有業者数千人

区部
多摩･島嶼エリア

区部センターコアエリア 区部東部･北部エリア 区部西部･南部エリア

図 区内エリア、主な産業別有業者数

卸売業 小売業

情報通信業

製造業

医療 福祉

千人

注 ）サービス業（他に分類されないもの）は除く。

注 区内エリアのうち、上位 つの産業を掲載している。
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５ 有業者の年間就業日数及び週間就業時間

（ ） 年間就業日数

男性有業者の約 ％が 日以上の就業者

有業者について、年間就業日数別にみると、「 ～ 日」 万 千人（構成比 ％）

が最も多く、次いで「 ～ 日」 万 千人（同 ％）となっている。

男女別にみると、男性は「 ～ 日」 万 千人（同 ％）が最も多く、次い

で「 ～ 日」 万 千人（同 ％）となっている。また、「 ～ 日」と「

日以上」 万 千人（同 ％）を合算した 日以上の有業者数は男性有業者の ％

となっている。

女性は「 ～ 日」 万 千人（同 ％）が最も多く、次いで「 日未満」の

万 千人（同 ％）となっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

総　　　数

　200日未満

　200～249日

　250～299日

　300日以上

表1-10(1)　年間就業日数別有業者数

（単位　千人、％）

区　分 総数 構成比男 女 男 女

日未満 ～ 日 ～ 日 日以上

図 年間就業日数別有業者数

男

女

千人

- 17 -
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日未満 ～ 日 ～ 日 日以上

図 年間就業日数別有業者数

男

女

千人
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（ ） 週間就業時間

男女ともに「 ～ 時間」が最も多い

年間就業日数が 日以上の有業者について、週間就業時間階級別にみると、「 ～

時間」が 万 千人 構成比 ％ と最も多く、次いで、「 ～ 時間」の 万 千

人（同 ％）となっている。

男女別にみると、男性は「 ～ 時間」が 万人（同 ％）と最も多く、次いで「

～ 時間」の 万 千人（同 ％）、また、女性は「 ～ 時間」が 万 千人（同

％）と最も多く、次いで「 時間未満」が 万 千人（同 ％）となっている。

（表 、都道府県編第 表）

総　　　数

　　35時間未満

　　35～42時間

　　43～45時間

　　46～48時間

　　49～59時間

　　60～64時間

　　65時間以上

表1-10(2)　週間就業時間階級別有業者数（年間就業日数200日以上）

（単位　千人、％）

区　分 総数 構成比男 女 男 女
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６ 従業上の地位別有業者

従業上の地位別有業者数

「自営業主」、「雇用者」ともに増加

有業者について、従業上の地位別にみると、「自営業主」は 万 千人で、平成 年の

万 千人と比べると、 万 千人（対前回増減率 ％増）の増加となっている。

「雇用者」は 万 千人で、平成 年の 万人と比べると、 万 千人（同 ％増）

の増加となっている。

（表 、都道府県編第 表）

総数

男

女

総数

男

女

総数 △ 33

男 △ 30

女 △ 3

総数 △ 6.0

男 △ 7.1

女 △ 2.5

総数

男

女

総数

男

女

雇用者（役員
を除く）

（単位　千人、％）

表1-11　従業上の地位別有業者数

年

年

年

年

有
業
者

会社などの
役員

増
減
数

増
減
率

うち雇用者うち自営業主
区　分 総数

構
成
比
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うち雇用者

ア 年齢階級別

「 ～ 歳」が 万 千人（構成比 ％）と最も多い

雇用者について、年齢階級別にみると、「 ～ 歳」が 万 千人（構成比 ％）

と最も多く、次いで「 ～ 歳」が 万人（同 ％）となっている。

男女別にみると、男性は「 ～ 歳」が 万 千人（同 ％）、女性は「 ～ 歳」

が 万 千人（同 ％）と最も多くなっている。

全国をみると、男性は都と同様に「 ～ 歳」が 万 千人（同 ％）と最も多

く、女性も都と同様に「 ～ 歳」が 万 千人（同 ％）と最も多くなっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

総　数
15～19
歳

20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74
歳以上

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

注）雇用者は、役員を含む。

（単位　千人、％）

表1-12　年齢階級別雇用者数

区　分

雇
用
者

構
成
比

東
京
都

全
国

東
京
都

全
国

～ 歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳以上

図 年齢階級別雇用者数

男

女

千人

- 20 -
- 20 - 

 

～ 歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳以上

図 年齢階級別雇用者数

男

女

千人
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イ 従業者規模別

「 人以上」規模が 万人増加

雇用者について、勤め先の従業者規模別でみると、「 ～ 人」規模が 万 千人（構

成比 ％）、「 人以上」規模が 万 千人（同 ％）、「官公庁、その他の法人・

団体」が 万人（同 ％）となっている。

平成 年と比べると、「 人以上」規模が 万人増、「官公庁、その他の法人・団体」

が 万人増、「 ～ 人」規模が 千人増となっている。

（表 、都道府県編第 表）

ウ 産業別従業者規模別

「卸売業 小売業」、「医療 福祉」、「製造業」などが多い

雇用者について、産業別にみると、「卸売業 小売業」 万人が最も多く、次いで「医

療 福祉」 万 千人、「製造業」 万 千人などとなっている。

従業者規模別に構成比をみると、「 ～ 人」の従業者規模のうちで ％を超えている

産業は、「建設業」 ％、「生活関連サービス業 娯楽業」 ％などであり、「 人

以上」の従業者規模のうちで ％を超えている産業は、「金融業 保険業」 ％、「運

輸業 郵便業」 ％などとなっている。

（表 、都道府県編第 表）

７ 雇用者（役員を除く）の雇用契約期間

構成比 構成比

総　　　　数

               1～299人

               300人以上

               官公庁など、

               その他の

               法人･団体

注）雇用者には、役員を含む。

増減率

（単位　千人、％）

表1-13　従業者規模別雇用者数

29年
雇用者

24年
雇用者

増減数区　分

（単位　千人、％）

総　　　　数

うち1～299人

うち300人以上

総　　　　数

うち1～299人

うち300人以上

注1） 総数は、「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「複合サービス事業」、「公務」、「分類不能の産業」を含む。

注2） 総数は、「官公庁など」、「その他の法人･団体」を含む。

注3） 表頭の各項目については内数である。

注4） 雇用者には、役員を含む。

表1-14　主な産業別従業者規模別雇用者数

区　分

総
　
　
　
数

建

設

業

製

造

業

サ

ー

ビ

ス

業

宿

泊

業

飲

食

医

療

福

祉

教

育

学

習

支

援

業

金

融

業

保

険

業

情

報

通

信

業

な

い

も

の

）

他

に

分

類

さ

れ

サ

ー

ビ

ス

業

業

娯

楽

業

生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

構
成
比

従
業
者
規
模

運

輸

業

郵

便

業

卸

売

業

小

売

業

技

術

サ

ー

ビ

ス

業

学

術

研

究

専

門

・

　
物

品

賃

貸

業

不

動

産

業
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７ 雇用者（役員を除く）の雇用契約期間

（ ） 雇用契約期間の定めの有無別

「雇用契約期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者が雇用者（役員を除く）に占

める割合は ％

雇用者（役員を除く）について、雇用契約期間の定めの有無別にみると、「雇用契約期間

の定めがない（定年までの雇用を含む）」者が 万 千人（構成比 ％）、「雇用契約期

間の定めがある」者は 万 千人（同 ％）となっている。

（表 、都道府県編第 表）

（ ） 雇用形態別

「雇用契約期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者のうち、正規の職員･従業員

は 万 千人

雇用者（役員を除く）について、雇用形態別にみると、「雇用契約期間の定めがない（定

年までの雇用を含む）」者は、正規の職員・従業員が 万 千人に対し、非正規の職員･

従業員は、 万 千人となっている。

また、「雇用契約期間の定めがある」者については、正規の職員･従業員が 万人に対し、

非正規の職員･従業員は 万 千人となっている。

（表 、都道府県編第 表）

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

うち１年
以 下

総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト
総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト
総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト
総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト
総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト
総数
　　正規の職員・従業員
　　非正規の職員・従業員
　　　うちパート、アルバイト

構
成
比

総
数

男

女

雇用契約期間の定めが
ある

雇
用
者

総
数

男

女

雇用者
（役員を除く）

区分

表1-15　　雇用形態、雇用契約期間の定めの有無別雇用者数（役員を除く）
（単位　千人、％）

わからない

総数

雇用契約期
間の定めが
ない（定年
までの雇用
を含む）
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８ 雇用者（役員を除く）のうち非正規の職員・従業員

（ ） 非正規の職員・従業員

非正規の職員･従業員は 万人で、雇用者（役員を除く）に占める割合は ％

雇用者（役員を除く）のうち、非正規の職員・従業員は 万人（構成比 ％）

と、平成 年の同 ％より、 ポイント低下している。

男女別にみると、男性は 万 千人（同 ％）、女性は 万 千人（同 ％）

となっている。

また、そのうち「パート、アルバイト」についてみると、総数は 万 千人（同 ％）、

男性は 万 千人（同 ％）、女性は 万 千人（同 ％）となっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

うちﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

注) 「非正規の職員・従業員」は、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣

社員」、「契約社員」、「嘱託」「その他」の合計である。

表1-16　雇用者数（役員を除く）、雇用形態別非正規の職員・従業員数

（　単位　千人、％　）

29年

24年

構
成
比

29年

14年

24年

19年

14年

19年

正規の職員・
従業員

非正規の職
員・従業員

雇用者
（役員を除く）

区　分

雇
用
者

平成 年

％

図 雇用者に占める非正規の職員・従業員の構成比（役員を除く）

総数

男

女

平成 年

- 23 -
- 23 - 

 

平成 年

％

図 雇用者に占める非正規の職員・従業員の構成比（役員を除く）

総数

男

女

平成 年
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（ ） 年齢階級別

構成比は、男女ともに「 ～ 歳」が低下傾向

雇用者（役員を除く）のうち非正規の職員・従業員について、年齢階級別にみると「

～ 歳」 万 千人が最も多く、次いで「 ～ 歳」 万 千人、「 歳以上」 万

人となっている。

男女別にみると、男性･女性とも「 ～ 歳」が最も多く、男性は 万人、女性は

万 千人である。

年齢階級別の構成比のうち、「 ～ 歳」の推移をみると、「総数」は、平成 年が ％、

平成 年が ％、平成 年が ％となっており、「男性」は、平成 年が ％、

平成 年が ％、平成 が ％、「女性」は、平成 年が ％、平成 年が

％、平成 年が ％と、いずれも低下傾向にある。

（表 、図 、都道府県編第 表）

うち
非正規の
職員・従

業員

うち
非正規の
職員・従

業員

うち
非正規の
職員・従

業員

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

注) 「非正規の職員・従業員」は、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約

　　 社員」、「嘱託」、　「その他」の合計である。

女

表1-17　年齢階級別雇用者数及び非正規の職員・従業員数 （役員を除く）

（　単位　千人、％　）

総数

男

雇用者
（役員を

除く）

雇用者
（役員を

除く）
29年

区　分

平成19年 平成24年 平成29年
非正規の職員・従業員

構成比

雇用者
（役員を

除く）
19年 24年

平成 年

図 （ ） 年齢階級別非正規の職員・従業員の構成比 男

（役員を除く）

歳以上

～ 歳

～ 歳

％

平成 年 平成 年

図 （ ） 年齢階級別非正規の職員・従業員の構成比 女

（役員を除く）

歳以上

～ 歳

～ 歳

％

平成 年

- 24 -
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平成 年

図 （ ） 年齢階級別非正規の職員・従業員の構成比 男

（役員を除く）

歳以上

～ 歳

～ 歳

％

平成 年 平成 年

図 （ ） 年齢階級別非正規の職員・従業員の構成比 女

（役員を除く）

歳以上

～ 歳

～ 歳

％

平成 年

うち
非正規の
職員・従
業員

うち
非正規の
職員・従
業員

うち
非正規の
職員・従
業員

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

総　数

　　15～34歳

　　35～64歳

　　65歳以上

注) 「非正規の職員・従業員」は、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、

　　 「その他」の合計である。

女

表1-17　年齢階級別雇用者数及び非正規の職員・従業員数 （役員を除く）

（　単位　千人、％　）

総数

男

雇用者
（役員を
除く）

雇用者
（役員を
除く）

29年

区　分

平成19年 平成24年 平成29年
非正規の職員・従業員

構成比

雇用者
（役員を
除く）

19年 24年
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（ ） 産業別

「卸売業 小売業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「医療 福祉」、「宿泊業 飲

食サービス業」の順に多い

雇用者（役員を除く）のうち非正規の職員・従業員について産業別にみると、「卸売業

小売業」 万 千人、「サービス業（他に分類されないもの）」 万 千人、「医療 福祉」

及び「宿泊業 飲食サービス業」 万 千人などとなっている。

「雇用者（役員を除く）に対する非正規の職員・従業員の構成比（平成 年）」をみると、

構成比の高い産業は「宿泊業 飲食サービス業」 ％、「サービス業（他に分類されない

もの）」 ％、「生活関連サービス業 娯楽業」 ％、「教育 学習支援業」 ％などと

なっている。

（表 、図 、都道府県編第 表）

うち
非正規の職
員・従業員

うち
非正規の職員・

従業員

総数

　　建設業

　　製造業

　　情報通信業

　　運輸業, 郵便業

　　卸売業, 小売業

　　金融業, 保険業

　　不動産業, 物品賃貸業

　　学術研究, 専門・技術サービス業

　　宿泊業, 飲食サービス業

　　生活関連サービス業, 娯楽業

　　教育, 学習支援業

　　医療, 福祉

　　サービス業（他に分類されないもの）

　　公務（他に分類されるものを除く）

　　分類不能の産業

表1-18　主な産業別雇用者数及び非正規の職員・従業員数（役員を除く）

（　単位　千人、％　）

注1） 表側の各項目については内数である。

注2） 総数は、「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」、「複合サービス事業」、「分類不能
     の産業」を含む。

区　　分

雇用者（役員

を除く）に対す

る非正規の職

員・従業員の

構成比

（平成29年）

雇用者
（役員を除く）

雇用者
（役員を除く）

平成24年平成29年

- 25 -



- 26 - 
 

分類不能の産業

公務（他に分類されるものを除く）

サービス業（他に分類されないもの）

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業 娯楽業

宿泊業 飲食サービス業

学術研究 専門・技術サービス業

不動産業 物品賃貸業

金融 保険業

卸売業 小売業

運輸業 郵便業

情報通信業

製造業

建設業

非正規雇用者

正規雇用者

図 主な産業別正規雇用者及び非正規雇用者の割合

％

- 26 -
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９ 非正規の職員･従業員の就業調整

（ ） 就業調整をしている者

就業調整をしている者は 万 千人で、非正規の職員･従業員に占める割合は ％

男女別･年齢階級別に比較すると、「 ～ 歳」を除く全ての年齢階級で、女性が男性

を上回っている

非正規の職員･従業員のうち就業調整をしている者（収入を一定の金額に抑えるために就業

時間･日数の調整をしている者）は、 万 千人で、非正規の職員･従業員に占める割合は

％となっている。

男女別にみると、男性は 万 千人、女性は 万 千人で、非正規の職員･従業員に占める

割合は、男性 ％、女性 ％となっている。

非正規の職員･従業員のうち就業調整をしている者の割合を年齢階級別にみると、「 ～

歳」 ％が最も高く、次いで「 ～ 歳」 ％、「 ～ 歳」 ％などとなっている。

男女別に年齢階級別をみると、男性は「 ～ 歳」 ％が最も高く、次いで「 ～ 歳」

％、「 ～ 歳」 ％となっており、女性は「 ～ 歳」 ％、「 ～ 歳」 ％、「 ～

歳」 ％となっている。

また、非正規の職員･従業員のうち就業調整をしている者の割合を男女別に比較すると、「 ～

歳」を除く全ての年齢階級で、女性が男性を上回っていることがわかる。

（表 、都道府県編第 表）

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

  女

就業調整を
している

就業調整を
していない

就業調整を
している

就業調整を
していない

計

実数

計

構成比

表1-19　男女、年齢階級、就業調整の有無別非正規の職員･従業員数及び割合

　（単位　千人、％）

区    分

総　　　数

  男
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（ ） 所得階級別

男女ともに「 ～ 万円」が最も高い

非正規の職員･従業員のうち就業調整をしている者の割合について、所得階級別にみると、

「 ～ 万円」 ％が最も高く、次いで「 ～ 万円」 ％、「 万円未満」 ％などと

なっている。

男女別にみると、男性は「 ～ 万円」 ％が最も高く、次いで「 ～ 万円」 ％、

女性も「 ～ 万円」 ％が最も高く、次いで「 ～ 万円」 ％などとなっている。

（表 、都道府県編第 表）

  50 万 円  未満
  50～99万円
  100～149万円
  150～199万円
  200～249万円
  250～299万円
  300～399万円
  400～499万円
　500万 円 以 上

  50万円未満
  50～99万円
  100～149万円
  150～199万円
  200～249万円
  250～299万円
  300～399万円
  400～499万円
　500万 円 以 上

  50万円未満
  50～99万円
  100～149万円
  150～199万円
  200～249万円
  250～299万円
  300～399万円
  400～499万円
　500万 円 以 上

就業調整を
していない

就業調整を
している

就業調整を
していない

計

実数 構成比

  女

表1-20　男女、所得階級、就業調整の有無別非正規の職員･従業員数及び割合

就業調整を
している

　（単位　千人、％）

区    分

総　　　数

  男

計
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就業調整を
している
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区    分

総　　　数

  男

計
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１０ 雇用者の所得

雇用者の所得（主な仕事からの年間収入）

「 ～ 万円」が最も多く、次いで「 万円未満」

雇用者について、所得（主な仕事からの年間収入）を階級別にみると、「 ～ 万円」が

万 千人（構成比 ％）と最も多く、次いで、「 万円未満」 万 千人（同

％）、「 ～ 万円」 万 千人（同 ％）などとなっている。

男女別にみると、男性は「 ～ 万円」が 万 千人（同 ％）、女性は「

万円未満」が 万 千人（同 ％）と最も多くなっている。

（表 、都道府県編第 表）

総　　　数

200万円未満　
200～299万円
300～399万円
400～699万円
700～999万円

　1,000 万 円 以 上
総　　　数
200万円未満　
200～299万円
300～399万円
400～699万円
700～999万円

　1,000 万 円 以 上
注）雇用者には、役員を含む。

雇
用
者

構
成
比

総数区    分 男

表1-21　雇用者の所得及び構成比

　（単位　千人、％）

女
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(2)  雇用形態別 

ア  正規の職員・従業員の所得（主な仕事からの年間収入） 

「400～699万円」が最も多く、次いで「300～399万円」 

雇用者のうち正規の職員・従業員について、所得（主な仕事からの年間収入）階級別に

みると、「400～699 万円」が 163 万 6 千人（構成比 38.0％）と最も多く、次いで「300～399 万円」

が 75 万 3 千人（同 17.5％）となっている。                

(表 1-22、図 1-13、都道府県編第 23表） 

イ  非正規の職員・従業員の所得（主な仕事からの年間収入） 

「200万円未満」が最も多い 

雇用者のうち非正規の職員・従業員について、所得（主な仕事からの年間収入）階級

別にみると、「200万円未満」が 153万 2千人（構成比 65.8％）と最も多く、次いで「200

～299万円」が 46万 5千人（同 20.0％）などとなっている。 

また、そのうち「パート、アルバイト」では「200 万円未満」が 128 万 4千人（同 84.6％）

と最も多くなっている。        

（表 1-22、図 1-13、都道府県編第 23表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うちパート、
アルバイト

うちパート、
アルバイト

総　　　数 7,151 4,301 2,330 1,518 6,610 3,896 2,161 1,434
200万円未満 1,802 170 1,532 1,284 1,776 211 1,466 1,211

200～299万円 1,117 603 465 170 1,088 615 417 166
300～399万円 974 753 167 28 928 720 145 25
400～699万円 1,849 1,636 124 9 1,611 1,407 94 9
700～999万円 780 698 - - 680 594 - -

　1,000 万 円 以 上 521 390 - - 418 296 - -
総　　　数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
200万円未満 25.2 3.9 65.8 84.6 26.9 5.4 67.9 84.4

200～299万円 15.6 14.0 20.0 11.2 16.5 15.8 19.3 11.5
300～399万円 13.6 17.5 7.2 1.9 14.0 18.5 6.7 1.7
400～699万円 25.9 38.0 5.3 0.6 24.4 36.1 4.4 0.6
700～999万円 10.9 16.2 - - 10.3 15.2 - -

　1,000 万 円 以 上 7.3 9.1 - - 6.3 7.6 - -
注）「うち非正規の職員・従業員」、「パート、アルバイト」の「400～699万円」については、「400～499万円」と「500万円以上」の合計である。

表1-22　正規の職員・従業員及び非正規の職員・従業員の所得及び構成比

区    分
29年

総　数
うち正規の職
員・従業員

　（単位　千人、％）

雇
用
者

構
成
比

うち非正規
の職員・従
業員

24年
総　数

うち正規の職
員・従業員

うち非正規
の職員・従
業員

3.9

65.8

84.6

14.0

20.0

11.2

17.5

7.2

38.0 16.2 9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規の職員・従業員

非正規の職員・従業員

うちパート、アルバイト

図1-13 正規の職員・従業員及び非正規の職員・従業員の所得の構成比

5.3

1.9
0.6

200万円未満

200～299万円 300～399万円 400～699万円 700～999万円 1000万円以上

注）「うち非正規の職員･従業員」、「パート･アルバイト」の「400～699万円」については、「400～499万円」と「500万円以上」の合計である。
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